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Abstract :
This paper analyzes Heckscher = Ohlin = Samuelson model with efficiency-wage and 

involuntary unemployment in terms of Jones’ magnification effect. The purposes of the paper 
are threefold, i.e. to express Albert = Meckl model in the rate of change, to point out an error 
in Proposition 1 of their paper, and to show an effect of shift in efficiency （effort） function. All 
results are clearly linked to factor intensities with or without involuntary unemployment, and 
the pattern of intersectoral wage differentials or wage markups.
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１.はじめに
効率賃金理論は、寺崎（2008）で論じられて

いるように、マクロ経済均衡における賃金の下
方硬直性と非自発的失業の存在をミクロ的に説
明するための一つの仮説として提示されたもの
である（1）。したがって、マクロ経済の一般均衡
モデルの部分的な説明用具としての役割が与え
られていた。

これに対して、Albert and Meckl（2001）は
ミクロ経済の一般均衡モデルとして構築された
Heckscher＝Ohlinモデルに効率賃金仮説を導
入し、Stolper and Samuelson（1941）理論と
Rybczynski（1955）理論の拡張を試み、従来、
マクロ経済固有の議論であった失業の問題を同
時に論じている（2）。そのような意味ではマクロ
均衡にミクロ的基礎を導入したBarro（1984）
とは逆に、ミクロ均衡にマクロ的議論を導入し
たことに彼らの貢献があると考えられる。

本稿は、Albert＝Mecklモデルを継承しつ
つ、Jones（1965）の拡大効果を導入し、彼ら
のモデルを修正し、拡張することを目的として
いる。次節では、彼らのモデルを簡単に紹介し、

そのモデルに基づいて第３節で、生産物価格変
化による要素価格変化の拡大効果を導入し、と
くに生産物価格の変化と失業の変化に関する
Albert＝Mecklの命題１が誤りであることを指
摘する。次の第４節では要素賦存量変化による
生産量変化の拡大効果を導入し、労働賦存量増
加にもかかわらず、失業が減少するというパラ
ドキシカルな命題を提示する。最後の第５節で
は、以上のモデルの拡張として賃金率上昇によ
らない労働意欲の向上が、生産量、要素価格、
失業にどのような影響をもたらすかを明示す
る。

２．Albert＝Mecklモデル
最初に、本稿の議論の前提となるAlbert and 

Meckl（2001）を簡単にレビューする。まず、
Hechscher（1919）＝Ohlin（1933）＝Samuelson

（1948,  1949）≡HOSモデルに従って、労働と
資本を用いて２種類の財を生産する２部門２生
産要素経済を想定する。つぎに、効率賃金の設
定において目安となる参照賃金ｗ（reference 
wage）を定義する。

効率賃金と失業を伴う拡大効果
Magnification Effect with Efficiency-Wage and Unemployment

寺崎　克志
（Terasaki Katsushi）



寺崎　克志10

（１）　w≡ （w1L1＋w2L2） ／L.
ここで、wi（i＝1, 2）は第ｉ部門の効率賃金

率、Liは第ｉ部門の雇用量、Lは失業Luを含む
全労働人口である。したがって、（１）右辺の分
子を賃金支払の原資とし、仮想的にワークシェ
アリングが行われるとするならば、参照賃金ｗ
はそのような意味で失業率がゼロとなるような
賃金水準であると考えることができる（3）。

つぎに、効率関数giを定義する。
（２）　gi＝gi （wi／w）,    i＝1, 2.

ただし、giは参照賃金で測った部門ｉの賃金
率wi／ wの増加関数であり、第ｉ部門のｗに対
して相対的にwiが上昇するとその部門の労働
効率は高まると仮定する。この関数の形状は、
wi／ w＝1を変曲点として形状を異にすると想
定する。すなわち、

gi （0） ＝0, g' i　>0, g" i （wi／w）>0
iff wi／w<1 and g" i （wi／w）<0 iff wi／w>1,
i＝1, 2,

である。図に示すと以下のようになる。
以上より、Solow（1979）条件を導出する。

まず、第ｉ部門の生産量Xiが効率単位で測った
労働投入量giLiと資本投入量Kiの関数であると
想定する。

Xi＝Xi （giLi, Ki）,    i＝1, 2.
また費用関数ciは以下のように定義される。

ci＝wiLi＋rKi,    i＝1, 2.

ただし、ｒは資本報酬率で、両部門間の移動
が自由であることを仮定するので、両部門に共
通の値である。したがって、第ｉ部門の実質利
潤関数πiは次のように示される。

πi＝Xi−ci,    i＝1, 2.
以上より、wiとLiに関する実質利潤極大の１

階の条件は、
∂πi／∂L i＝Xi'gi−wi＝0,    i＝1, 2,
∂πi／∂wi＝Xi'Ligi’ ／wi−Li＝0,
 i＝1, 2,

となる（4）。ただし、Xi'とgi'はそれぞれの関数の
１次偏導関数であり、

Xi'≡∂Xi／∂Li,    i＝1, 2,
 gi'≡∂gi／∂wi,    i＝1, 2,

である。ゆえに、上の２本の条件より、
 gi' （wi／w） ／gi （wi／w） ＝wi／w,

（Solow condition）
が導出される。この条件より、相対賃金wi／w
が効率関数のみによって一意的に求められるこ
とが分かる。すなわち、相対賃金は失業の大き
さや失業率と全く関わりなく決定する。図に示
されているように、（wi／w）*においてSolow条
件が満たされる。

寺崎（2008）で展望されているように、効率
賃金は、失業を解消する参照賃金水準ｗよりも
上乗せ分（markup）qiだけ高く設定される。す
なわち、

効率関数
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（３）　wi＝ （1＋qi）w,    i＝1, 2.
図に示されているように、マークアップqiの

大きさは、効率関数によって一意的に決定され
る。したがって効率関数がシフトしない限り、
qiも変化しないことになる。この上乗せ分が
Akerlof（1982）の指摘する経営者から労働者
への贈物（gift）であり、これによって非自発
的失業が発生することになる（5）。ここで、部門
間賃金格差を担保するために、q1≠q2を仮定す
る。この仮定は、効率関数が部門間で異なるこ
とを意味する。HOSモデルでは、部門間の自由
な労働移動の想定のもで、w1＝w2、が前提され
ているため、この賃金格差の導入は、HOSモデ
ルの拡張となる。
（３）を（１）に代入すると、賦存されている

労働人口Ｌと部門別労働投入量Liの関係がqiを
用いて以下のように示される。

（4─a）　L＝ （1＋q1） L1＋ （1＋q2） L2.
これに対して、就業人口Leは以下のように定

義される。
（4─b）　Le≡L1＋L2.

したがって、両者の差が非自発的失業Luとな
り、失業率μは以下のように定義される。

（4─c）　μ≡  （L−Le） ／L＝Lu／L
＝ （N1＋N2−L1−L2） ／L
＝  ｛N1−N1／ （1＋q1） ＋N2−N2／  （1＋q2）｝ ／L
＝  （N1／L）q1／ （1＋q1） ＋ （N2／L）q2／ （1＋q2）,

ただし、（4─c）において非自発的失業を含む、
部門ｉに吸収される労働Niを以下のように定
義している。

（５）　Ni≡ （1＋qi）Li,    i＝1, 2. 
また、（4─a）において、就業していない労働

は部門iに帰属する非自発的失業qiLiと解釈さ
れる。そこで労働に関する制約条件は（4─a）
を書き直すことにより、

（６）　L＝N1＋N2,
で単純化される。また、費用最小化のもとでの
単位費用関数biは、一般的に資本報酬率rと部
門別賃金率wiの関数となるが、qiが係数として
与えられているので、wiの代わりに、ｗとして
も、等値である。すなわち、　

（７）　bi＝bi （w, r）,    i＝1, 2.
さらに、包絡線定理より、以下の関係が導か

れる。
（8─a）　 ∂bi／∂w＝ani＝ （1＋qi）aLi,    i＝1, 2.
（8─b）　∂bi／∂r＝aki,    i＝1, 2.

ただし、aniは第ｉ部門の非自発的失業を含む
労働投入係数、aLiは通常の労働投入係数、akiは
資本投入係数であり、それぞれ資本報酬率と労
働報酬率の関数である。すなわち、

 ani≡Ni／Xi＝ani （w, r）,    i＝1, 2,
 aLi≡Li／Xi＝aLi （wi, r）,    i＝1, 2,
 aki≡Ki／Xi＝aki （w, r）,    i＝1, 2.

以上より、投入係数を用いると、利潤極大の
競争均衡条件は、

（9─a）　pi＝akir＋aniw,    i＝1, 2,
で与えられる。同様に、資本の完全利用条件は、

（9─b）　K＝ak1X1＋ak2X2,
で与えられ、各部門に帰属する非自発的失業を
含む労働の完全雇用条件は、

（9─c）　L＝an1X1＋an2X2,
で与えられる。以上、（9─a）, （9─b）, （9─c）の
４本の方程式において小国開放経済を想定する
とpiが外生的に与えられ、資本ストックＫと労
働人口Ｌが与件として与えられるとすれば、内
生変数はr, w, X1, X2の４個となり、体系は完結
する。労働の投入係数aniが非自発的失業を含む
という点を除けば、この体系はHOSモデルと
形式的には全く等値となる。ゆえに、部門間に
賃金格差が存在するにもかかわらず、HOSモデ
ルから導かれるいくつかの命題も形式的には成
立することになる。すなわち、第３節で見る
Stolper＝Samuelson（1941）定理および第４節
で見るRybczynski（1955）定理が若干の修正
を伴って成立する。ただし、労働投入係数とし
て非自発的失業を含むものを用いているため、
要素集約性に関する定義について多少の修正が
必要となる。このことについては、次節で論ず
る。

３．要素価格変化における拡大効果
本節では価格変化に関するJones（1965）の

拡大効果を求めて、HOS命題の検証を行う（6）。
まず、（9─a）より、

（10）　pi＝θkir＋θniw＝θkir＋θLiwi,
　　　　i＝1, 2,



寺崎　克志12

が得られる。ただし、太字は変化率を表し、ま
た、要素報酬率の変化率に掛かる係数θki、は第
ｉ部門の資本所得分配率、θniは第i部門の非自
発的失業を含む労働所得分配率、θLiは第ｉ部
門の労働所得分配率を意味する。すなわち、

pi ≡dpi／pi,    i＝1, 2,
r ≡dr／r,
w ≡dw／w,
wi ≡dwi／wi,    i＝1, 2,
θki ≡rKi／pi,    i＝1, 2,
θni≡ wNi／pi＝wiLi／pi≡θLi,    i＝1, 2.

また、（10）の導出にあたり、以下の費用極
小条件を利用している。

θkiaki＋θniani＝0,    i＝1, 2.
 　ただし、太字は変化率であり、以下のよう
に定義される。

aki≡daki／aki,    i＝1, 2,
ani≡dani／ani,    i＝1, 2.

 　（10）を、ｒとｗについて解くと、（３）を
考慮すればｗとwiの変化率は同一となるの
で、

r＝ （θn2p1−θn1p2） ／Θ,
w＝wi＝ （θk1p2−θk2p1） ／Θ,    i＝1, 2,

となる。ただし、Θは要素集約性で正負が決ま
る値で、以下のように定義される。

Θ≡θk1θn2−θk2θn1＝θk1θL2−θk2θL1

　＝θk1−θk2＝θn2−θn1＝θL2−θL1.
そこで、資本報酬率の変化率と労働報酬率の

変化率の差をとると、
（11）　r−w＝ （p1−p2） ／Θ,

となる。同様に、資本報酬率の変化率と第１財
価格の変化率の差をとると、

（12）　r−p1＝θn1 （p1−p2） ／Θ,
となる。また、労働報酬率の変化率と第２財価
格の変化率の差をとると、

（13）　p2−w＝θk2 （p1−p2） ／Θ,
となる。ここで、要素集約性とΘの符号につい
て考える。まず、Θが正であるとすると、

　θk1θn2 >θk2θn1　→　K1／N1 > K2／N2

を意味する。したがって、各部門に帰属する非
自発的失業を含んだ資本労働比率において、第
1財部門が資本集約的、第2財部門が労働集約
的であることを意味する。同じ条件を、非自発

的失業を含まない形で示すと、
θk1θL2 >θk2θL1 → θk1／θL1>θk2／θL2

となる。したがって、要素費用比率において、
第１財部門が資本集約的、第２財部門が労働集
約的という表現になる。そこで、次の補助命題
が導出される。
補助命題１　（要素集約性）
各部門に帰属する非自発的失業を含んだ資本

労働比率において第１財部門が資本集約的、第
２財部門が労働集約的であれば、あるいは、要
素費用比率において、第１財部門が資本集約
的、第２財部門が労働集約的であれば、Θ> 0、
となる。逆は逆である。

以上（11）（12）（13）より次のような拡大
効果に関する命題が導かれる。
命題１　（要素価格の変化率に関する拡大効

果）
p1 > p2のとき、各部門に帰属する非自発的失

業を含んだ資本労働比率において第１財部門が
資本集約的、第２財部門が労働集約的であれ
ば、あるいは要素費用比率において第１財部門
が資本集約的、第２財部門が労働集約的であれ
ば、拡大効果r > p1 > p2 > wが成立する。

つぎに、労働需要Leの変化率を求める。
Le＝λL1 （X1＋aL1）＋λL2 （X2＋aL2）.

ただし、λLiは第ｉ部門の労働需要のシェア
である。すなわち、

λLi≡Li／Le,    i＝1, 2,
Xi ≡dXi／Xi,    i＝1, 2,
aLi ≡daLi／aLi,    i＝1, 2,

である。同様に、資本需要の変化率を求める。
0＝λk1 （X1＋ak1）＋λk2 （X2＋ak2）.

ただし、λkiは第ｉ部門の資本需要のシェア
である。すなわち、

λki≡Ki／K,    i＝1, 2.
ここで、投入係数の変化率については、費用

極小条件より、
aLi＝−θkiσi （w−r）,    i＝1, 2,
aki＝θLiσi （w−r）,    i＝1, 2,

となる。ただし、σiは第ｉ部門における要素価
格比に関する要素投入の代替の弾力性で、

σi≡ （aki−aLi） ／ （w−r） > 0,    i＝1, 2,
であり、正で定義される。以上より、以下の生
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産量の変化の関係が得られる。
（14）　 λL1X1＋λL2X2−Le＝δL （w−r） 

＝−δL （p1−p2） ／Θ,
（15）　 λk1X1＋λk2X2＝−δk （w−r） 

＝δk （p1−p2） ／Θ.
ただし、δLとδkは要素価格比に関する労働

需要と資本需要の弾力性であり、
δL≡λL1θk1σ1＋λL2θk2σ2 > 0,
δk≡λk1θL1σ1＋λk2θL2σ2 > 0,

である。（4─a）より労働制約条件の変化を求め
ると、

λn1 （aL1＋X1）＋λn2 （aL2＋X1） ＝0,
より、

（16）　 λn1X1＋λn2X1＝−δn （p1−p2） ／Θ,
となる。ただし、λniは第ｉ部門における非自発
的失業を含む労働需要のシェアであり、δnは要
素価格比に関する非自発的失業を含む労働需要
の偏弾力性である。すなわち、

λni≡Ni／L＝ （1＋qi） λLi,    i＝1, 2,
δn ≡λn1θk1σ1＋λn2θk2σ2 > 0,

まず、（15）と（16）より生産量の変化率を
求める。

X1＝λn2⊿k＋λk2⊿n,
X2＝− （λn1⊿k＋λk1⊿n）,

ただし、上式において、
⊿k＝δk （p1−p2） ／Θλn,
⊿n＝δn （p1−p2） ／Θλn,
λn ＝λk1λn2−λk2λn1,

であり、λnが正であることは、
λk1λn2 >λk2λn1　→　K1／N1 > K2／N2

を意味するので、各部門に帰属する非自発的失
業を含んだ資本労働比率において、第1財部門
が資本集約的であり、第２財部門が労働集約的
であることを意味する。そこで、次の補助命題
が導出される。
補助命題２　signΘ＝signλn.
かくして、第１財の相対価格が上昇する場

合、⊿ｎと⊿kはいずれも正となる。そこで、要
素集約性にかかわりなく、第１財の生産量が増
加し、第２財の生産量が減少することが確認さ
れる。

次の問題はそれによって失業が減少するの
か、増加するのかという問題である。そこで、

この生産量の変化率を（14）に代入し、労働需
要量の変化率Leを求める。

（17）　Le＝λLn⊿k＋λL⊿n＋λn⊿L,
ただし、上式において、

λLn≡λL1λn2−λL2λn1,
λL ≡λk2λL1−λk1λL2,
⊿L ≡δL （p1−p2） ／Θλn,

である。ここで、λLn > 0であれば、
λL1λn2 >λL2λn1　→　q2 > q1

を意味する。そこで、次の補助命題が導かれる。
補助命題３　q2 > q1で、あれば、λLn > 0、と

なる。逆は逆である。
また、λL > 0であれば、

λk2λL1 >λk1λL2　→　K2／L2 > K1／L1

すなわち、第２財部門が資本集約的、第１財部
門が労働集約的であることを意味する。この要
素集約性概念は、いわゆるHOSモデルにおけ
るものと等値である。
（17）の労働需要の変化率において、右辺第

１項λLn⊿kは、生産量の変化を経由する資本需
要の変化による部分である。資本については完
全雇用が想定されているので、直接的には労働
需要に影響を与えないが、第１財の相対価格の
上昇により第１財の生産量が増加するとき、第
１財部門への労働投入が増加し、それに対応し
て第１財部門に帰属する非自発的失業もq1の
マークアップ分増加する。他方で、第１財の相
対価格の上昇により、第２財の生産量が減少す
るとき、第２財部門への労働投入が減少し、そ
れに対応して第２財部門に帰属する非自発的失
業もq2 のマークアップ分減少する。したがっ
て、非自発的失業の増減は各部門のマークアッ
プの大小関係に依存する。かりに、q2 > q1、で
あれば、第２財部門に帰属する非自発的失業の
減少が、絶対値で第１財部門に帰属する非自発
的失業の増加を凌駕し、労働需要の増加に貢献
することになる。すなわち、λLn⊿k > 0より、要
素集約性に関わりなく失業は減少する。
（17）の右辺第２項λL⊿nは、生産量の変化を

経由する労働需要の変化による部分である。労
働については完全雇用が想定されていないの
で、第１財の生産量が増加し、第２財の生産量
が減少したときの逆Rybczynski効果としての
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労働需要がどのようになるかが表されている。
したがって、HOSモデルにおける物的な要素集
約性が符号を決定する。すなわち、第２財部門
が資本集約的、第１財部門が労働集約的であれ
ば、第１財の生産が増加し、第２財の生産が縮
小するのは、労働供給が増加する場合であるか
ら、それに対応して労働需要が増加し、失業が
減少することになる。
（17）の右辺第３項λn⊿Lは、生産物価格の変

化によって生産要素価格が変化し、それに対応
して費用極小の生産要素投入が変化することに
よる直接的な効果を表示している。したがっ
て、第１財の相対価格が上昇したとき、各部門
に帰属する非自発的失業を含んだ資本労働比率
において第１財部門が資本集約的、第２財部門
が労働集約的であれば、あるいは、要素費用比
率において、第１財部門が資本集約的、第２財
部門が労働集約的であれば、労働需要は増加
し、したがって失業率は低下する。

以上より、財の相対価格が変化したときの失
業率の変化は、要素集約性と各部門のマークア
ップの大小関係のみでは確定しないことが分か
る。そこで、（17）の右辺第２項と第３項が同
時に正となる十分条件、すなわち、λnとλLが
同時に正となる条件を考える。まず、λL > 0、
のとき、

αK1／L1＝K2／L2,
となるような値α> 1を考える。これをλｎ > 0、
に代入すると、

（1＋q2） ／ （1＋q1） >α> 1
という関係が得られる。この関係が成立するた
めの十分条件は、第２財部門のマークアップq2

が第１財部門それと比べて、上の不等式を成立
させるほどきわめて大きいこと、q2 >> q1、で
ある。そこで、次の補助命題が得られる。
補助命題４（部門間マークアップ格差と要素
集約性）

第２財部門のマークアップq2 が第１財部門
のマークアップq1と比べて、きわめて大であれ
ば、λL > 0、λｎ > 0、が同時に成立する。

以上より、失業に関する以下の命題が得ら
れ、Albert and Meckl（2001）のProposition 1
が誤りであることが指摘される（7）。

命題２　（生産物価格の変化と失業の変化）
第１財の相対価格が上昇するとき、第２財部

門が資本集約的、第１財部門が労働集約的であ
り、第２財部門のマークアップq2 が第１財部門
のマークアップq1と比べて、きわめて大であれ
ば、失業は減少する。逆に、第２財部門が労働
集約的、第１財部門が資本集約的であり、第２
財部門のマークアップq2 が第１財部門のマー
クアップq1と比べて、きわめて小であれば、失
業は増加する。

４．生産量変化における拡大効果
生産物価格pi一定のもとで、要素賦存量Ｋ, 

Ｌ が 増 加 す る 効 果 は、HOSモ デ ル で は、
Rybczynski（1955）定理となる。ここでのモデ
ルでは、完全雇用が想定されていないので、こ
の定理は成立しない。まず、生産物価格不変の
もとでは投入係数が不変となることに留意し
て、（9─b）と（9─c）を変化率の形にする。

（18）　K＝λk1X1＋λk2X2 ,
（19）　L ＝λn1X1＋λn2X2 ,

ただし、太字は変化率を表している。すなわ
ち、

K≡dK／K,
L≡dL／L.

これより、生産量の変化率を求めると、
X1＝ （λn2K−λk2L） ／λn,
X2＝ （λk1L−λn1K） ／λn,

となる。ここで、各部門の生産量変化率の差を
求める。

X1−X2＝ （K−L） ／λn.
次に、第１財部門の生産量の変化率と資本賦

存量の変化率の差を求める。
X1−K＝λk2 （K−L） ／λn.

同様に、労働賦存量の変化率と第２財部門の
生産量の変化率の差を求める。

L−X2＝λn1 （K−L） ／λn. 
以上より、以下の命題が導かれる。
命題3　（生産量の変化率に関する拡大効果）
K > Lのとき、各部門に帰属する非自発的失

業を含んだ資本労働比率において第1財部門が
資本集約的、第２財部門が労働集約的であれ
ば、拡大効果X1 > K > L > X2が成立する。
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つぎに、労働需要の変化率を求める。まず、
投入係数が不変であることに留意すれば、

Le＝λL1X1＋λL2X2 ,
であるから、これに各生産量の変化率をそれぞ
れ代入すれば、

（20）　Le＝ （λLnK−λLL） ／λn,
となる。（20）において、資本の流入は、各部
門に帰属する非自発的失業を含んだ資本労働比
率において第１財部門が資本集約的、第２財部
門が労働集約的であれば、就業人口一定のもと
で、まず、第１財の生産を増加させ、第２財の
生産を減少させる。このとき、第２財部門から
開放された労働が第１財部門に吸収されるが、
第２部門が高賃金部門であれば、第１部門で追
加帰属する非自発的失業よりも多くの非自発的
失業が開放されることになるので、全体として
非自発的失業は減少することになる。これよ
り、以下の命題が導かれる。
命題４（資本賦存量の変化と失業）
各部門に帰属する非自発的失業を含んだ資本

労働比率において第１財部門が資本集約的、第
２財部門が労働集約的であり、高賃金部門が要
素費用比率において労働集約的（資本集約的）
であれば、資本の流入は失業を減少（増加）さ
せる。

また、労働人口の変化率を就業人口の変化率
と非自発的失業の変化率に分解すると、

L＝ （1−μ） Le＋μLu,
となる。したがって、
（21）　μLu＝L− （1−μ） Le

＝ ｛λn＋ （1−μ） λL｝ L／λn

＝  （1−μ）（q2λk1λL2−q1λk2λL1） L／λn,
となる。（21）において、労働の流入は、各部
門に帰属する非自発的失業を含んだ資本労働比
率においても、非自発的失業を含まない資本労
働比率においても、第1財部門が資本集約的、
第２財部門が労働集約的であれば、まず第１財
の生産を減少させ、第２財の生産を増加させ
る。このとき、第１財部門の帰属から開放され
た非自発的失業が第２財部門に帰属吸収される
が、第２部門が高賃金部門であれば、第１部門
の帰属から解放される非自発的失業よりも多く
の非自発的失業が追加帰属されることになるの

で、非自発的失業は増加することになる。逆に、
第１部門が極めて高賃金率であれば、非自発的
失業が減少する可能性がある。

これより、以下の命題が導かれる。
命題５（労働賦存量の変化と失業）
非自発的失業を含む資本労働比率において

も、含まない資本労働比率においても、第２財
部門が資本集約的、第1財部門が労働集約的で
あり、第２財部門の賃金率が第１財部門の賃金
率と比べて大であれば、労働の流入は失業を増
加させる。逆に、第２財部門の賃金率が第1財
部門の賃金率と比べて、きわめて小であれば、
労働の流入は雇用を増加させる可能性がある。

５．効率関数のシフト（労働意欲の向上）
本節では、賃金率不変のもとでの労働意欲の

向上などによる効率関数のシフトが雇用にどの
ような影響をもたらすかについて議論する。
Akerlof（1982）も論じているように、効率関
数は消費の効用関数と同様に、労働者の心理に
依存する。その意味で、消費の効用関数がそう
であるように、効率関数は物的な投入と産出の
関係を示す生産関数とは異なり、労働者の労働
意欲というきわめて不安定な要因によって規定
される。さまざまな外生的な要因によって、効
率関数がシフトすることは、生産物価格や要素
賦存量の変化と同様に、生起しうる現象である。
例えば、Shapiro and Stiglitz（1984）も指摘し
ているように、労働意欲の高揚は相対賃金率wi

／ w不変のもとで、マークアップqiを高める。
まず、マークアップの変化は、（３）において、

wi＝w＋qi,    i＝1, 2,
となる。ただし、qiは第ｉ部門の効率賃金のマ
ークアップの変化率で、

qi≡dqi／（1＋qi）,    i＝1, 2,
である（8）。小国開放経済において各財の価格を
不変とすれば、（10）より、

（10）　0＝θkir＋θLiwi,    i＝1, 2.
以上、マークアップの変化率に関する２本の

方程式と価格一定のもとにおける要素価格の変
化率に関する２本の方程式から、wi, r、の３つ
の変化率が以下のように求められる。

w1＝θk1θL2q／Θ,
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w2＝θk2θL1q／Θ,
r＝−θL1θL2q／Θ.

ただし、qは両部門におけるマークアップ率
の相対的な変化で、

q≡q1−q2＝w1−w2 ,
である。したがって、各部門における生産要素
価格の相対的な変化は、

w1−r＝θL2q／Θ,
w2−r＝θL1q／Θ,

となる。以上より、以下の拡大効果が得られる。
Θ > 0, q1 > q2 , のとき、 
　 w1 > w2 > 0 > r,
Θ < 0, q1 > q2 , のとき、 
　 w2 < w1 < 0 < r.

このように、賃金上昇によらない労働意欲の
向上は、要素集約性によって正反対の結果とな
る。まず、第１財部門が資本集約的、第２財部
門が労働集約的な場合に、第１財部門の効率関
数のシフトが第２財部門のそれのシフトを上回
るとすれば、第１財部門の賃金上昇が第２財部
門のそれを上回る。生産物価格は不変であり、
資本報酬率の変化は両部門で共通であるから、
資本集約的である第１財部門のより多くの資本
報酬が、より高い賃金上昇で第１部門の労働に
吸収されれば、新しい均衡に到達できる。

逆に、第１財部門が労働集約的であれば、第
１財部門でのより高い賃金上昇を、より少ない
資本報酬の減少によって賄うことはできない。
したがって、要素集約性が上記とは逆の場合に
は、賃金が下落しない限り、新しい均衡へは到
達しない。このとき、第１財部門で資本報酬は
増加するが、その金額は第２財部門よりも少な
くてすみ、したがって第１財部門の賃金率の下
落は、第２財部門の賃金率の下落よりも少ない
程度で賄えることになる。以上より、次の命題
が得られる。
命題５（労働意欲の向上と賃金率の変化）
要素費用比率において、第１財部門が資本集

約的、第２財部門が労働集約的である場合に、
第１財部門の効率関数のシフトが第２財部門の
それのシフトを上回るとすれば、第１財部門の
賃金上昇が第２財部門のそれを上回り、資本報
酬率は下落する。逆に、第1財部門が労働集約

的、第２財部門が資本集約的である場合に、第
１財部門の効率関数のシフトが第２財部門のそ
れのシフトを上回るとすれば、第１財部門の賃
金下落が第２財部門のそれを絶対値で下回り、
資本報酬率は上昇する。

つぎに労働需要Leの変化率を求める。
λL1X1＋λL2X2−δL1 （w1−r）−δL2 （w2−r）
＝Le.

ただし、δLiは第ｉ部門における要素価格比
に関する労働需要の偏弾力性である。すなわち、

δLi≡λLiθkiσi,    i＝1, 2,
δL ＝δL1＋δL2.

同様に、資本需給均衡の変化率を求めると、
λk1X1＋λk2X2−δk1 （w1−r）
−δk2 （w2−r）＝0.

ただし、δkiは第ｉ部門における要素価格比
に関する資本需要の偏弾力性である。すなわ
ち、

δki≡λkiθLiσi,    i＝1, 2,
δk ≡δk1＋δk2.

最後に、労働需給均衡の変化率を求める。
λn1 （X1＋q1）＋λn2 （X2＋q2）
−δn1 （w1−r）−δn2 （w2−r）＝0.

 ただし、δniは第ｉ部門における要素価格比
に関する非自発的失業を含む労働資本需要の偏
弾力性である。すなわち、

δni≡λkiθLiσi,    i＝1, 2,
δn ＝δn1＋δn2.

以上、３本の方程式から、X1, X2, Leが求めら
れる。まず、資本と労働の需給均衡の変化率の
方程式より、生産量の変化率を求める。

X1＝ （λn2Qk−λk2QL） ／λn,
X2＝ （λk1QL−λn1Qk） ／λn.

ただし、Qkは効率関数のシフトによる要素価
格比の変化を経由した資本需要の節約、QLは非
自発的失業を含む効率関数のシフトによる直接
的な労働の節約と要素価格比の変化を経由した
労働の節約の合計である。すなわち、

Qk＝ （δk1θL2＋δk2θL1） q／Θ,
QL＝  （δn1θL2＋δn2θL1） q／ Θ−λn1q1 

−λn2q2 ,
である。これを、労働需要の変化率に代入する
と、
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Le＝ （λLnQｋ−λLQＬ−λnQｎ） ／λn,
となる。ただし、Qnは効率関数のシフトによる
要素価格比の変化を経由した直接的な労働の節
約であり、

Qn＝ （δL1θL2＋δL2θL1） q／Θ,
である。ちなみに、効率関数のシフトが第１財
部門のみで生じた場合は、

Le1＝ （λLnQk1−λLQL1−λnQn1） ／λn,
となる。ただし、

Qk1＝ （δk1θL2＋δk2θL1） q1／Θ,
QL1＝ （δn1θL2＋δn2θL1） q1／Θ−λn1q1 ,
Qn1＝ （δL1θL2＋δL2θL1） q1／Θ,

となり、効率関数のシフトが第２財部門のみで
生じた場合は、

Le2＝ （λLnQk2−λLQL2−λnQn2） ／λn,
となる。ただし、

Qk2＝− （δk1θL2＋δk2θL1） q2／Θ,
QL2＝− （δn1θL2＋δn2θL1） q2／Θ−λn2q2 ,
Qn2＝− （δnL1θL2＋δL2θL1） q2／Θ,

となり、効率関数のシフトが両部門で均等に同
率で生じた場合は、単純化されて、

Le＝λLqi ／λn,    i＝1, 2,
となる。以上より、次の最後の命題が導かれる。
命題６　（効率関数のシフト）
効率関数が両部門で同率で上方シフトした場

合、第２財部門が資本集約的、第１財部門が労
働集約的であり、第２財部門のマークアップq2

が第１財部門のマークアップq1と比べてきわ
めて大であれば、失業は減少する。逆に、第２
財部門が労働集約的、第1財部門が資本集約的
であり、第２財部門のマークアップq2 が第１財
部門のマークアップq1と比べてきわめて小で
あれば、失業は増加する。

この命題６と命題２を比較すると、その大き
さは異なるものの、失業の変化の方向として
は、効率関数の両部門での同率シフトと第1財
の相対価格の上昇は同様の効果を持つことが分
かる。

６．おわりに
本稿では、Albert＝Mecklモデルに拡大効果

を導入し、モデルの拡張として、労働意欲の向
上が要素価格、生産量、失業にどのような効果

を与えるのかを論じた。効率賃金仮説はそもそ
も、マクロ経済均衡のミクロ的基礎として論じ
られたものであるため、この仮説をミクロ経済
均衡に導入するためには、ミクロ的基礎の部分
を更に精緻化する必要がある。とくに、効率関
数は、マクロ経済モデルでは使用に耐えうる
が、ミクロ経済モデルでは、その解釈が必ずし
も十分とは言えない。とくに、Albert＝Meckl
モデルでは、効率関数が参照賃金（reference 
wage）との相対賃金率に依存するとしている
が、従来の効率賃金仮説で参照賃金とされたの
は、 非 自 発 的 失 業 者 が 提 示 す る 留 保 賃 金

（reservation wage）である。
しかし参照賃金を（１）で導入したことによ

って、ミクロ経済の一般均衡モデルに効率賃金
仮説と失業を導入することが可能となり、分析
が容易となったという側面は否定しがたい。そ
の代償として、効率関数の説明変数に参照賃金
が入ることに十分に納得のいく説明がされてい
ないという欠陥が残された。この問題について
は、今後の課題としたい。
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【注】
（１）非自発的失業という概念については寺崎・藤

田（2001）および寺崎（1994, 2006, 2008）を参
照されたい。

（２）Heckscher＝Ohlinモデルの簡単な内容につ
いては、寺崎（1996）および葊田・寺崎（2004）
などを参照されたい。

（３）この参照賃金という概念がAlbert and Meckl
（2001）の創意であるが、効率賃金仮説ではマク
ロの一般均衡モデルの解として得られる完全雇
用を成立させる賃金率でなければならないとい
う点に留意する必要がある。

（４）利潤極大の１階の条件については、寺崎
（1995, 2007）を参照されたい。

（５）Akerlof and Yellen（1990）を参照されたい。
（６）拡大効果は変数の変化率を用いて表現される。

こうした分析については、寺崎（1998）および
Terasaki（1999）を参照されたい。

（７）Albert and Meckl（2001）；p.239において、
「小国開放経済において交易条件が改善したと
き、輸出部門が高賃金部門（低賃金部門）であれ
ば、失業率は上昇（下落）する」というのが、命
題1であり、その証明は次のように与えられてい
る。「輸出財価格の上昇は当該産業の生産を拡大
させるので、当該産業が高賃金部門（低賃金部
門）であれば、非自発的失業を含む当該産業に吸
収される労働も拡大し、（4─c）より失業率は上
昇（下落）する」。

（８）qiが他の変数の変化率とは定義の異なること
に留意されたい。かりに、他の変数の変化率と同
様に定義すれば、dqi/qi、となる。


